
異文化経営の制度分析序説

企業内経営システムの比較制度分析

丹 野 勲

は じ め に

本稿の研究課題は,異 文化での企業経営を比較制度分析の視点で考察する

ことで ある.本 研 究で は,繍 学 を中心 として::し て きた制度分彪 援 用

して,企 業 内経 営 シ ス テム の 制度 分 析 を行 う。 特 に,本 稿 で は,ト ップ マ ネ

ジ メ ン ト,資 本 構 造 とコー ポ レー トガ バ ナ ン ス,組 織 と組 織 行 動,人 的資 源

とい っ た企 業 内経 営 シ ステ ム の制 度 分 析 を中心 と して考 察 す る。 また,オ ー

ス トラ リア の企 業 経 営 に関 して,制 度 分 析 の視 点 か らケー ス研 究 を行 う。

第1節 制度 分析 の ア プローチ

(1)経 済 システムの比 較制度分析

制 度分析 の代表的理論 として,経 済 システムの比 較制 度分析 とい う経済学
　ラ

の ア プ ロ ー チが あ る。 この理 論 の概 要 を見 て み よ う。

経 済 シ ス テ ムの 比 較制 度 分 析(comparativeinstitutionalanalysis)は,

経 済 シス テム や 経 済制 度 を さ まざ まな制 度 の集 ま り と考 え る こ とで,経 済 シ

ス テ ム の 多様 性 とダ イナ ミズ ム を理論 的 ・実 証 的 に分 析 し よ う とす る経 済 学

25



の
の新 しい分 野 で あ る。 その研 究 対 象 は,市 場 経済 の比 較 分析 の み な らず,社

会 主 義経 済 か ら市 場 経 済 へ の 移行 の 問題 等,多 岐 にわ た っ て い る。

比 較制 度 分析 の 重 要 な鍵概 念 は,制 度(institution)で あ る。 制 度 は,社 会

に お け るゲ ー ム のル ール で あ る。 さ ら に,制 度 は,人 々 に よ って考 案 され た
4)

制 約 で あ り,相 互 作 用 を形 づ く り,ま た,イ ンセ ンテ ィブ構 造 で もあ る。 制
5)

度 は,日 常生活 に構造 を与 える ことによ り不確 実性 を減 少 させ る。す なわ ち,

人間 は,意 思決定 の相 当部分 を埋 め込 まれた制度集合 に よって決定す ること

によ り,不 確 実性 を低減 させ よう とす るのであ る。

比 較制度分析 は,経 済 システム を次 の ような新 しい視点 か ら分析 しよう と
6)

す る。

第1は,同 じ資本 主義経済 システムで あって も,ど の よ うな制 度が その内

部 に成立 してい るか によって,さ まざ まな資本 主義 システムが あ り得 る とい

う 「資本 主義 経済 システムの多様性 」 の視点で あ る。 これ は,経 済 システム

には理想的 な,普 遍的 なモデルが存在 しない と考 え,地 球規模 で多様 な シス

テムが共存 ・競争 す るとい う多様性 の経営利益 を重視 す る とい う考 え方であ

る。

第2は,1つ の制度 が安定 的な仕組 み として存在 す るの は,社 会の中で あ

る行 動パ ター ンが普遍 的 になれ ばなるほ ど,そ の行動パ ター ンを選ぶ ことが

戦 略的 に有利 とな り,自 己拘束的 な制約 として定着す るか らであ るとす る制
7)

度 の もつ 「戦 略 的 補 完性(strategiccomplementarity)」 とい う視 点 で あ る。

シ ス テ ム の 中 で1つ の仕 組 み の割 合 が 増 え るほ ど,そ の仕 組 み を選 ぶ こ とが

有 利 にな る こ とを,「 戦 略 的 補 完性 」が存 在 す る とい う。1つ の社 会 の 中 で成

立 して い る制 度 の体 系 が比 較 的 同 質 的 なの は,こ れ らの制 度 に戦 略 的補 完性

が存 在 して い るか らで あ る。 現 実 の経 済 シ ス テム は,経 済 シ ス テム の 内部 で

は対 象 ご とに比 較 的 同 質 的 な制 度 が 成 立 して い る の に対 して,異 な る経 済 シ

ス テ ム の問 に は大 きな制 度 の違 いが 存 在 し,お 互 い の経 済 シス テ ム の異 質 性

が 際 立 っ て い る理 由 と して,こ の補 完 性 が あ る。

26国 際経営論集No工51998



第3は,多 様 な シ ス テム が 生 まれ るの は,1つ の シス テム 内 の さ まざ まな

制 度 が お互 い に補 完 的 で あ り,シ ス テ ム全 体 として の強 さ を生 み 出 して い る

か らで あ る とす る経 済 シス テ ム 内部 の 「制 度 的 補 完 性(institutiona王comple -
　ラ

mentarity)」 とい う視点 であ る。制度的補完性 とは,複 数 の制 度間 の相互補

完性 す なわ ち一方 の制度 の存在が,他 方の制度 の システム全体 に もた ら
9)

す価 値 を高 め る関係 一一 を意 味 す る。

第4は,そ の た め経 済 シ ス テム に は1貫性が あ り,経 済 の置 かれ た外 部 環 境

と蓄 積 され た 内部 環 境 の変 化 と共 に徐 々 に進 化 ・変 貌 す る とす る経 済 シス テ

ム の 深化 と 「経 路 依 存 性(pathdependence)」 とい う視 点 で あ1(1).｠mow依 存

性 とは,小 さ な出 来 事 や 偶 然 の事 情 の結 果 が解 を決 定 し,そ れ が 支 配 的 に な

11}

る と,人 をあ る特定 の経路 に向かわせ る事 であ る。

以上 の ように,比 較制度分析 で は,経 済 システムの制度 の多様性 とその論

理 を世界的 な視点 よ り分析 す る。比較制度分析 で は,制 度 に対 して二面 的な

関心 を払 う。1つ は現存 す る経済制度 の安定性 ・固定性 で あ り,も う一面 は

さまざ まな制 度の存在可能性や可変性 お よび進化 にまつわ る もので ある。比

較制度分析 は現存 の制 度が なぜ安定的 に機能 してい るのか を明 らか にす るに

とどまらず,制 度 の生成 ・変容 に対 して もダイナ ミックな分析 を行 お う とす

る試 みであ る。

本稿 で は,以 上 の ような比較制度分析 のア プローチ を基礎 として,企 業経

営構造 の制度分析 を行 う。

② 文化 と制度

制度 と並 んでその経済 や企 業経営構造 を規定 している と思われ る もの に文

化が存在 する。文化 はその社 会 に属 す る人 々が共有す る価値観,選 好 とい え

る。 これ に対 して 「制度 」はその社 会で広 く認 め られ てい る…定 のルール(き

ま り),行 動パ ター ンであ る。

企業経 営 と文化 を考察す る際 に重要 な視点 は,文 化 を どの レベルで とらえ
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るか とい う ことであ る。 マ クロ文化 とい う視 点 に立 つ と,ア ジアの文化,日

本 の文化 とい った国や地域 レベルの文化 が対 象 になる。 これ に対 して,ミ ク

ロ文化 とい う視 点 に立つ と,企 業文化,組 織文化 とい う企業 や職場 レベ ルで

の文化,風 土 とい うことが研究対象 にな る。

文化 と制度 の関係 を考 える場合,文 化 と制度 に は=補完性 が存在 す る視 点が

重要 であ る。 あ る文化 に適合 す る制度 が構築 され,そ の制 度が一般 化す る と・

制度 が文化 を強化 す る とい う作 用が働 くので あ る。例 えば,日 本 は集団主義

的文化 を もって いる とされ るが,そ の集団的文化 に適合 す る経営制度が作 ら

れ る と,そ の制度が,人 間 を集団主義 の文化 に適合 す るこ とを強制 す るので

ある。集団主義的意思決定,稟 議制度,大 部屋主義,チ ーム プレー による仕

事,職 務 の無 限定性,等 の集 団的文化 に適合 す る経 営制 度が,戦 略的補 完性

によ り制度 として一般化 す る と,こ の制度 が,個 人主義の文化 を抑制 し,集

団主義の文化 を強化 す る ような働 くので ある。集団主義 の経営制度 の元で,

個人 主義 的行 動 を行 うことは,組 織か ら阻害,排 除 され る可能性 が高 いので

ある。

第2節 トッ プ マ ネ ジ メ ンhの シ ス テ ム

ー一 一トップ マ ネ ジ メ ン ト制 度 ・構 造 一一

トップマネ ジメ ン トの制 度 ・構 造 は,国 に よ り若干相違が あ る。株式会社

制度 の場 合,ほ とん どの 国が取締 役会 ・株主総会 ・監査役会 を トップマネジ

メ ン トの機関 としてい るが,こ れ ら以外 の機関が存在 してい る国 もあ る。例

えば,ア メ リカや イギ リス を中心 とした広 く西欧諸 国や一部 のア ジア諸 国の

企業 に存在 す る経営執行委員会 とい う トップマネ ジメン ト機 関や,中 国等 の

社会 主義 国の国営企業 にまだ存在 す る企業 内の共産党委 員会 の存在 が ある。
12}

コー ポ レー トガバ ナ ンス(企 業 統 治)の 視 点 か ら見 る と,ト ップマ ネ ジ メ

ン トの 各機 関 の パ ワ0や 構 造 が 国 に よ り微 妙 に相 違 して い る。 また,取 締 役
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の選任 につ いては,株 主総会 で選任 され る国や,監 査役 会で選任 され る国が

あ り,国 に よ り相違 が ある。

取締 役 の経歴 について も,国 際的 に見 る と相違が あ る。取締 役 のほ とん ど

が企業 内部 の出身 か,ま たは親会社 ・関連会社 出身の いわ ゆ る内部取締 役 で

あ るケース と,か な りの割合で 内部 出身以外 の取締役 で ある外部取締 役 を置

いてい るケースがあ る。 また,取 締 役 は,企 業 内部 の昇進 による内部昇進取

締 役 と,企 業 の外部 の人材 を採用 した外部 ス カウ ト取締 役の ケー スがあ る。

国際的 に見 る と,ト ップマネ ジメ ン トの制度 ・構造 は,以 下の3つ のモ デ

ルに分類 で きよ う。

(a)ト ップマネジメン トのアメ リカモデル

第1は,ア メ リカモデルであ る。 ア メ リカの場合 は,株 主総会 に よって専

任 された取締 役会が,会 社 の業務執行 を行 う機 関 として法律上定 め られ てい

るが,現 実 には,取 締 役会 によって選任 され た最高経営責任者(chiefexecu -

tiveofficer:CEO)を 代 表 とす る経営執 行委員会(executivecommittee)

が業務 執行 を担 当す る形が一般 的であ る。取締役会 は,実 質的 には株 主 の意

向 を反映 して,経 営執行 員会 をモニタ リング し監督 す る とい う機能 を果た し

てい る。取締役 は,会 社 の内部 か ら選任 された内部取締 役 と
,か な りの割合

で存在 す る会社外部 の人材 か ら登用 す る社外取締 役 によって構城 され る
。経

営執行 委員会代表 は取締役会 の会長 を兼任 す る場 合が多 く,経 営執行 委員会

のメ ンバ ー につ いては,取 締 役で あるケース とないケースがあ る。 アメ リカ

は,こ の経営執行委員会 が,ト ップマネジメ ン トの業務執行機関 として機能

してい るとい う特徴 があ る。 アメ リカモデル は,イ ギ リスを始 めかな りの国

で採 用 され ている。

(b)hッ プマネジメン トの ドイツモデル
l3)

第2は,ド イツモデルであ る。 ドイツの場合 は,他 の国 と比較 して監査 役

会の権 限が強 い。大会社 について は,監 査役会の半数 を株主総会 で選任 し,

残 りの半数 を従業員代 表 として従業員 が選任 す る形 となっている。 さらに,
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監査役 会 は,取 締 役 を選任す る権限 を もち,取 締役会 をモニ タ リング し,監

督 す る とい う機能 を果 た してい る。取締役会 は,実 質 的 に,経 営 の業務執行

を担 う機 関 として位置 づ け られてい る。 また,取 締 役 と監査役 の兼任 は認 め

られてい ない。 ドイツは,業 務 執行機関 としての取締 役会 と監督機関 として

の監査役会 を明確 に分離 して,別 個 の機関 とす るシステムであ る。

(c)ト ップマネジメン トの 日本モデル

第3は,日 本 モデルで ある。 日本 の場合 は,ア メ リカの よ うな経営執行委

員会 が存 在せず,取 締 役会が,実 質的 に業務執行機関で あ る形が一般的 であ

る。 アメ リカの場合 と同 じ く,取 締役 は,株 主総会 で直接選任 され る。取締

役 は,会 社 の内部 の人材 を登 用す る取締役 が ほ とん どで,い わ ゆる社外取締

役 は少 ない。 日本 で は,業 務執行機 関で ある取締 役会 をモニ タ リング監督 す

る トップマ ネジメン ト機 関 として,監 査役会 にその役 目が期待 され る制度 と

なってい る。 しか し,現 実 には,監 査役 の多 くが企業 内部 出身 の監査役 であ

るこ と,監 査役 の社 内 ランクが低 い こ と,監 査役 が名誉職 的 な地位 にある こ

と等 に よ り,監 査役会 が取締 役会 をモニ タ リング し監督 す る機能 を果た しに

くい構造 となって いる。

第3節 資本構造 とコーポ レー トガバ ナ ンスの システム

企 業 が 大規 模 化 し,経 済 が産 業 化 す る につ れ て,株 主構 造 が 個 人 ・家 族 を

中 心 と した構 造 か ら,法 人 や機 関 に よ る所 有 に移 行 し,所 有 と経 営 が 分 離 す

る とい う動 きは,国 際 的 視 点 で 見 て もほ ぼ 同様 で あ る。 た だ,国 に よ り,大

企 業 にお い て も所 有 形 態 が個 人 ・家 族 所 有 の傾 向が 強 い 国が 存 在 す る。個 人 ・

家 族 所 有 とい って も,直 接 出 資 す るの で は な く,持 ち株 会 社 を通 して の 間接

投 資 とい う形 態 で の支配 とい う形 も多 い。 例 えば,ア ジ アで は,い わ ゆ る華

僑 ・華 人 企 業 で 典 型 的 に見 られ る支 配 構 造 で あ り,ヨ ー ロ ッパ で も フラ ンス

な どで 見 られ る。 所 有 と経 営 の分 離 は,同 じ程 度 の経 済 的発 展 レベ ル の 国 で
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あって も,若 干 その進展 が相違 している。

私企 業以外 の企業形態 として,社 会 主義国のみ な らず資本主義 国 において

も,い わ ゆる公営企業 ・共同組合企業 が多 く存在 して いる。現在,公 営企業

の民営化 の動 きが社会 主義 国だ けで はな く資本主義諸国 で も共通 す る世 界的

趨勢 として存在 してい るこ とは注 目され る。

国際的 にみ る と,企 業 の資本構造 とコーポ レー トガバ ナンスに関 して
,以

下 の3つ のモデル に分類 で きよう。

(a)ア メ リカモデル

第1は,ア メ リカモデルであ る。 アメ リカの大 企業 では,所 有 と経営が分

離 が進展 して いるが,株 主 の力が相対 的 に強 く企業経営 にお いて も株 主の利

益 を最大化 す る行動 を とりやす い。 アメ リカで は,年 金基金 や投資信託 な ど

の機関投資家 に よる株式保有割合 が高 く,こ れ らの機 関投資家 は,ど ち らか

とい うと短期的視点 で 自己の利益 の最大化 す る こと,す なわ ちその ポー トフ

ォ リオか らの短期 的 な収益 を最大化 す る とい う行動 を志 向す る傾 向が強 い
。

また,機 関投資家 は,株 式 を短期 間で売買す る行動 を とる傾 向が あ る
。 アメ

リカの機関投資家 は,長 期 的に株 式 を保 有 し,安 定株 主 として会社 の経営 を

見 つ める とい う意識 は希薄 であ る。

(b)日 本 ・ドイツモデル

第2は,日 本 ・ドイ ツモデルで ある。 日本 の大企業 では,所 有 と経営 の分

離 は進展 してい るが,グ ループの企業 や長期 的な取引関係 にある他 の企業 の

株式 を保有 す る株 式の相互持 ち合 いがかな り存在 して いる。 また,銀 行 や保

険会社 とい った金融機 関が,そ の グル0プ 企業 や長期的 な取 引先 の企 業の株

式 を所有 す るこ とも行 われてい る。 この法人 所有 の形態 は,ど ち らか とい う

と長 期的視点 に立 った投資で あ り,安 定株 主 とい う傾 向が ある。 ドイツにお
14)

い て も,主 に大 銀 行 を中 心 と して,産 業 企 業 の株 式 所 有 が広 範 に行 わ れ て い

る。 ドイ ツで は,大 銀 行 が}メ イ ンバ ンク として,役 員 派 遣,経 営 モ ニ タ リ

ング ・コ ンサ ル テ ィ ング,保 険 機 能 等 の 広範 な機 能 を果 た して お り
,金 融 機
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関 と産 業 企 業 とは相 互 に密 接 な 関係 が存 在 す る。

(c)ア ジア華僑 ・華人型 ファ ミリー ビジネスモデル

第3は,ア ジ ア華僑 ・華 人 型 フ ァ ミ リー ビジ ネ ス モ デ ル で あ る。 この形 はy

所 有 構 造 に お い て個 人 ・家 族 支 配 が強 く,所 有 と経 営 の分 離 が あ ま り進 展 し

て い ない,い わ ゆ る フ ァ ミリー ビジ ネ スの色 彩 が 強 い形 態 で あ る。個 人 ・家

族 に よ る直 接 出 資 に よる支 配 と,持 ち株 会 社 を通 して の間 接 投 資 とい う支 配

の形 態 も多 く存 在 す る。

第4節 人的資源管理のシステム

(1)人 的 資 源 管 理 シ ス テ ムの 類 型 化

国際 的 にみ る と,企 業 の人 的 資 源 管 理 の シ ス テム は,以 下 の よ うに類 型 化

で き るで あ ろ う。

第1に,人 的資 源 管 理 の全 般 的方 針 として,従 業 員 の 身分 ・待 遇 等 で均 一

性 を重 視 す る制 度 を とるか,そ れ と も身分 ・待 遇 等 で格 差 を設 け る制 度 を と

るか の決 定 で あ る。

イ ギ リス は,歴 史 的 に ブル ー カ ラー とホ ワイ トカ ラ ー の格 差 が 存 在 し,階

級 社 会 の傾 向が 依 然 として濃 厚 で あ る。 イギ リス の企 業 の賃 金 体 系 にお い て

は,ホ ワ イ トカ ラー とブル ー カ ラー の賃 金制 度 が 異 な って い るの が一 般 的 で

あ る。 ホ ワ イ トカ ラー は,月 給制 や 年 俸制 が 中心 で あ るの に対 して,ブ ル ー

カ ラー は,日 給 や 週 給 が基 本 とな る賃 金 制 度 で あ る。 昇 進 に お い て も,ブ ル

ー カ ラー の昇 進 経 路 と,ホ ワイ トカ ラー の昇 進 経 路 が異 な って い る企 業 が 多

い。 また,ブ ル ー カ ラー が ホ ワイ トカ ラー に職 種 転 換 す るの は,一 般 的 に困

難 で あ る。 さ らに,食 堂,駐 車場,ト イ レ,制 服 等 の格 差 を設 け る企 業 もあ

る。

日本 を代 表 とす る国 で は,従 業 員 の 身分 ・待 遇 等 で 出来 るだ け格 差 を設 け

ず,身 分 の均 一 性 を重 視 す る制 度 を とる企 業 が 多 い。 賃 金体 系 で は,ホ ワ イ
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トカ ラー とブ ル ー カ ラー が 同 一 の月給 制 度 や 年 俸 制 度 を基 本 とす る
。 また,

ホ ワ イ トカ ラ ー とブ ル ー カ ラー との職 種 転 換 を も実 施 す る
。 そ の他 の労 働 条

件 を も出来 るだ け同 一 に し,身 分 の均 一 性 を重 視 す る政 策 を採 っ て い る
。

この従 業 員 に対 す る身 分 の 均一 性 や 格差 の制 度 に は
,当 然 国 に よ る相 違 の

み な らず,企 業 に よ る相 違 もあ る。 ア メ リカの 企 業 で も
,身 分 の均 一 性 を方

針 と して い る ヒュ ー レ ッ ト ・パ ッカ ー ド社,IBM社 等 が存 在 す る
。 特 に近

年,ハ イ テ ク企 業,優 良企 業 といわ れ て い るア メ リカ企 業 で身 分 の均 一 性 を

方針 と して い る企 業 は 多 い。

第2は,人 的 資 源 の フmの シ ス テ ム に よ るi類型 で あ る。 採 用,キ ャ リア

形 成,配 置 転 換,昇 進,離 職,退 職,教 育 訓練 ,熟 練 形 成 等,従 業 員 の フ ロ

ー に関 す る人 的 資 源 管 理 シス テ ム の制 度 で あ る
。

採 用 につ い て は,ス ペ シャ リス トを基 本 に す る採 用 制 度 と,ジ ェ ネ ラ リス

トを基 本 とす る採 用 制 度 に類 型 化 で きる で あ ろ う。 スペ シ ャ リス ト的採 用制

度 は,ア メ リカや イ ギ リス の企 業 で一 般 的 で,あ る特 定 の 職種 に対 す る補 充

として,そ の職 種 に最 も適 合 す る人 材 を採 用 す る形 を とる。 それ 故,職 務 が

明 確 化 され た採 用 とな るた め,そ の職 務 を遂 行 す る能 力 や経 験 を持 つ 人材 を

採 用 す る こ とに な る。 ジ ェネ ラ リス ト的採 用制 度 は,日 本 や ア ジ ア の一 部 の

企 業 で一 般 的 で,個 々 の職 務 内容 を必 ず し も明 確 化 せ ず,大 雑 把 な グル ー プ

として採 用 し,入 社 後 の研 修 や配 置 に よ り適 性 を見 た上 で配 置 す る制 度 で あ

る。

キ ャ リア 形成 につ い て は,採 用 制 度 と関 連 して,ス ペ シ ャ リス ト的 キ ャ リ

ア形 成 と,ジ ェ ネ ラ リス ト的 キ ャ リア形 成 に類 型 化 で き るで あ ろ う
。 スペ シ

ャ リス ト的 キ ャ リア形 成 は,採 用 後,同 一 の職 種 や 職務 を基 本 に した配 置
,

ジ ョブ ロー テー シ ョン,昇 進 を原 則 とす る制 度 で あ る。 ジ ェ ネ ラ リス ト的 キ

ャ リア形 成 は,採 用 後,多 様 な職 種 を経験 させ る こ とを基 本 と した 配 置
,ジ

ョフ ロ ー テ ー シ ョン,昇 進 を原 則 とす る制 度 で あ る。

昇 進 につ いて は,年 功 と業 績 の どち ら に よ り比 重 を置 くか で の類 型 ,お よ
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び内部昇 進 を重視 す るか否か に よる類 型が あ る。 日本や儒教思想 の影響 が強

いアジアの国 の企業 は,昇 進 の場合,年 功 を重視 す る傾 向が ある。ア メ リカ

の企業 で は,業 績 をよ り重視 す る傾 向が ある。内部 昇進 を重視す るか否か に

ついて は,よ り上位 の ポス トが空 いた場合,企 業 内部 の従業員 を昇進 させ る

ことに重点 を置 く企業 と,外 部 の人材 によ り補充 す る企 業が ある。

解雇 について は,従 業 員 を出来 るだ け解 雇せず長期雇用 を維持 しようとす

る方針,お よび,必 要 な場 合解雇 す ること とし,必 ず し も長期雇 用 にこだわ

らない方針 の企業 とい う類型 があ る。

教育訓練,熟 練形成 について は,各 種 の企業内教育 を重視す る企業 の類型

と,企 業 外の教育 に重点 を置 く企業 の類型が あ る。企業 内教育 を重視 す る企

業 は,OJT(オ ンザ ・ジ ョブ ・トレーニ ング),社 内研修 といった企 業の内

部 で行 う教育訓練 が中心 とな る。企業外の教育 訓練 を重視す る企業 は,外 部

の教育 訓練機 関,労 働組 合等 に,教 育訓練 を依存 してい る。

第3は,職 務 システムの類型 で ある。職務 の割 り当て,職 務 の文書化 を中

心 とした職務設計 システム に よる類型 で ある。

職務 の割 り当てにつ いては,個 々人 に,職 務 の範囲,責 任,権 限 を明確 に

割 り当て規定 す る職務 システムの類型,お よび,個 々人 に,職 務 の範 囲,責

任,権 限 を明確 に割 り当て規定 す るので はない職務 シ ステムの類 型が ある。

前者 は,職 務 の割 り当てが,個 人 を基本 とし,職 務 限定的 な職務設計 システ

ムで ある。後者 は,職 務 の割 り当て をチームや集 団 を基本 とし,個 人 の職務

の範 囲は状況 によ り伸縮 す るチーム ワー クを中心 に仕事 を遂行 す る職務設計

システムで ある。

職務 の文書化 につ いては,職 務 ・仕事 の内容 を,文 書化 ・マニ ュアル化 す

る形式知 に重点 をお く企業 の類型,お よび,職 務 の文 書化 よ り,集 団構成 員

相互 の組織学習 による暗黙知 を重点 とす る企業の類型 が ある。
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② 熟練形成の制度

熟練形 態 を,企 業(関 係)特 殊技能 と一般 的(機 能的)技 能 に分類 す る考
ゆ

え方 が あ る。

企 業 特 殊 的 技 能(firm〔relation〕-specificskill)と は,特 定 の企 業 に対

して の み価 値 の あ る知 識,技 能 で あ り,企 業 が 変 わ る と価値 が 下 が る知 識,

技 能 で あ る。例 え ば,「 異常 へ の対 応 」の よ うな,あ る企 業 で使 用 して い る特

定 の機 械 に対 す る知 識 や技 術,ま た,問 題 が 発 生 した 際,ど の部 署 や担 当者

と連 絡 を とっ た らい い か とい う企 業 内組 織 に つ い て の知 識 な どの技 能 で あ る
。

なお,こ の よ うな企 業 特 殊 的 な意 味 で の知 識 を,コ ン テ ク ス ト的 知 識 と呼 ぶ 。

企 業(関 係)特 殊 技 能 の習 得 の た め の人 的投 資 の費 用 はサ ン ク され るた め
,

一 度 投 資 す る とそ の費 用 を回収 す る に は同 一 の 企 業 との関 係 を継 続 す る方 が

有利 で あ る。 そ の よ うな技 能 に は,先 に挙 げた コ ン テ ク ス ト的 知 識 の よ うな

企 業 特殊 技 能 と,例 え ば部 品 メ ー カ ー が特 定 の組 立 メー カー 専 用 で あ る た め

他 社 の車 に は使 え な い部 品 製 造 技術 を蓄 積 す る,と い った企 業 間取 引 に お け

る関 係 特 殊 技 能 が あ る。 これ に対 し一 般 的技 能(機 能 的 技 能)(generalskil1)

とは,他 の企 業 に移 っ て も価 値 が変 わ らず ,外 部 労 働 市場 で価 値 が 決 ま る技

能 で あ り,サ ンク ・コス トは か か らな い。
1fi}

小 池 に よ る と,技 能 形 成 の キ ャ リア を,横 の広 が りと,縦 の広 が りに分 類

して い る。 「横 の 広 が り」とは,幅 広 い キ ャ リア とい う こ とで あ り,前 後 の工

程 な どを経験 して,職 務 の遂 行 が 可 能 な範 囲 を拡 大 す る技 能 形 成 の キ ャ リア

で あ る。 これ に よ り,従 業 員 は,工 程 や生 産 の仕 組 み や技 術 を よ り理 解 で き

る こ とに な る。 「縦 の広 が り」とは,内 部 昇 進 に よ る技 能 形 成 の キ ャ リアで あ

る。 現 場 の従 業 員 が,技 能 蓄 積 に よ り,職 長,班 長 ,管 理 職 等 の上 位 の 階 層

に昇 進 して い く技 能 形 成 の キ ャ リア で あ る。 ま た,小 池 は,技 能 を形 成 す る

基 礎 と して の作 業 に つ い て,2つ に分 類 し て い る。 「ふ だ ん の 作 業(usual

operations)」 とrふ だ ん と違 った 作 業(unusualoperations)」 で あ る。 ふ だ

んの 作 業 とは,規 格 化 され,繰 り返 しの 多 い作 業 で あ る。 これ は,サ イモ ン
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の言 うプログラム化 された意思決定 に よる作業で あ ろう。ふ だん と違 った作

業 は,「 変化 への対 応」 と,「異常へ の対応」 に分類 され る。変化へ の対応 と

は,新 製 品の登場,製 品構成 の変化,生 産量 の変化,生 産 方法の変化,労 働

力構成 の変化,等 の作 業現場 の変化 に よる対 応で ある。

第5節 意思決定論 によりみた組織 と組織行動のシステム

異文化経 営の視 点 よ り企業経営 をみる と,国 に よ り最 も差異が あ る と考 え

られ るのは,組 織行動 の側面 であ る。異文化 にお ける企業経営 を考察 す る場

合,組 織行動 の分析 が重 要 とな る。 また,比 較制度分析 の視 点で企 業経営 を

み る場合 にお いて も,組 織 組織行 動の側 面 は重要で ある。本節で は,異 文

化環境 での組織 ・組織行動 に関 して,意 思決定 を中心 とした視点 か ら考察 す

る。

(1)個 人 の意思決定 と集 団の意思 決定

日本企業の意思決定 の特徴 は,集 団主義的意思決定 であ り,ボ トムア ップ

の傾 向にあ るのに対 して,ア メ リカ企業 の意思決定 は,個 人 主義 的意 思決定

で,ト ップダ ウンの傾 向 にあ る とす る研究 が多い。 異文化 にお ける意 思決定

に関 して,集 団主義的意 思決定 と個人 主義的意思決定のパ ター ンに分類で き

る。

理論的 に考 える と,個 人 の意思決定 と集 団の意思決定 について,お 互 い に

欠点 と利 点が存在 す るので あって,ど ち らが優 れてい るか とい うもので はな

い。意 思決定理論 か ら,個 人 の意 思決定 と集団の意 思決定の問題 につ いて考
17)

え て み よ う。

個 人 に よ る意 思 決 定 の利 点 は,理 論 的 に考 え る と以 下 の点 を指 摘 で き る。

第1は,時 間 が速 く,敏 速 な意 思 決 定 が 出来 る こ とで あ る。 環 境 の変 化 が激

しい よ うな状 況下 にお いて は,個 人 的 意 思 決 定 の 強 み とな る場 合 が あ る。 こ
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れ に対 して,集 団 による意 思決定で は,集 団 の合意 を得 るために時間がかか

る。

第2は,責 任 の明確 さであ る。誰 が決定 を下 したかが明確 であ るため,結

果 に対 す る責任がわか りや すい。集 団的意思 決定で は,責 任が最 もあい まい

にな る。

第3は,個 人 による意思決定 は,一 貫 した価値観 を維持 す る傾 向が強 い こ

とであ る。集 団 による決定 は,集 団 内のパ ワー闘争 の犠牲 とな りかね ない。

集 団に よる意思決定 の利 点 は,以 下 の点 を指摘 で きる。第1に,集 団 は,

よ り完全 な情報 と知識 を持 つ可能性 が高 い こ とであ る。個 々の人材 が持 つ各

種 の資源 を利用 す る ことによ り,意 思決 定 プロセスにおいて よ り多 くのイ ン

プ ッ トを もた らす こ とが出来 る。

第2は,集 団に よる意思決定 で はよ り多様 な見解 が提示 され るた めに,よ

り多 くの手法や選択肢 の検討 が可能 とな る。

第3は,集 団 に よる意思決定 で は,解 決策 が よ り多 くの人 に受 け入れ られ

る。意 思決定 に参加 した集 団メ ンバ ー は,決 定事項 を支持 し,他 の人々 に も

それ を受 け入れ る よう促 す可能性 が高 い。

個人 による意 思決定か集団 に よる意思決定 か は,状 況 と,ど れ を優 先す る

かの判 断 によるで あろ う。個人 に よる意思決定 は,そ の意思決定 の重要性 が

比較的低 く,そ の成功 に部 下の協力が必要 でない場合 に適合的 であ る。 また,

個人が十分 な情報 を有 してお り,部 下が事前 に相談 を受 けていな くて も結果

に協力 して くれ る場合 に も,個 人 に よる意思決定が適合的 であ る。結局,個

人 と集団 のいずれが意 思決定 を行 うべ きか は,有 効性 と効 率 に関 す る判断 に

よる。有効性 の点 で は,集 団 による意思決定の ほ うが優 れ てい る傾 向 にあ る。

集団 は個人 よ り多 くの代替 的選択肢 を想起 し,そ の予測 もよ り正確 で,質 の

高い意思決定 を下す可能性 が高 い。 しか し効率 で は個人 が集団 に優 る。集 団

は解 決策 を見 いだすた めに よ り多 くの時 間 と資 源 を費やすた め,効 率性が劣

る傾 向 にある。
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組 織 行 動 学 者 ら は,集 団 に よ る意 思 決 定 の2つ の副 産 物 に大 い に注 目 して

きた。 そ れ は,グ ル ー プ シ ン ク とグル ー プ シ フ トとい う概 念 で あ る。 グル ー

プ シ ン ク(groupthink)と は,集 団 の メ ンバ ー一た ちが意 見 の統 一 に夢 中 にな

るあ ま り,コ ンセ ンサ ス をつ くらね ば な らな い とい う規 範 に よってaさ まざ

まな行 動 の選 択 肢 の 現 実 的評 価 や,と っぴ な意 見 や 少 数 派 の意 見,不 人 気 な

意 見 の十 分 な表 現 が 妨 げ られ る現 象 で あ る。 そ れ は,個 人 の知 的 効 率 性,現

実検 証,道 徳 的 判 断 が,集 団 の圧 力 に よっ て衰 え て し ま う こ とを意 味 す る。

グル ー プ シ フ ト(groupshift)と は,メ ンバ ー の 見解 が,議 論 の前 か らす で

に傾 い て い た方 向 の よ り極 端 な見 解 へ と,大 幅 に シ フ トして い く現 象 で あ る。

集 団 の決 定 は,そ の集 団 の議 論 の過 程 で つ く り上 げ られ た支 配 的 な意 思決 定

規 範 を反 映 す る。 集 団 の決 定 が よ り慎 重 な 方 向 に シ フ トす るか,よ り リス ク

の高 い方 向 に シ フ トす るか は,議 論 前 の 支配 的 な規 範 に よ る。 どち らか とい

う と,リ ス クの 高 い 方 向 に シ フ トす る確 率 の ほ うが 高 い とされ て い る。 す な

わ ち,高 リス クへ の シ フ トの 最 も妥 当 と思 わ れ る理 由 は,集 団 で は責 任 が拡

散 され る こ とで あ る。 集 団 に よ る決 定 で は,個 々 の メ ンバ ー一は集 団 の 最 終 的

選 択 に対 す る説 明責 任 を負 わ ず にす む。 よ り大 きな リス クを 冒せ るの は,そ

の決 定 が 失敗 に終 わ って も,1人 の メ ンバ ーが 全 面 的 責 任 を負 わ され る こ と

は あ り得 な いか らで あ る。

② 満足基準 ・最適基準
18)

マ ーチ とサ イモ ンは,人 間 の意思決定 を満足基準 と最適基準 に分類 した。

最適基準 とは,一 定 の価値 ・選択基準 に照 らして,い くつかの代替的選択肢

の中か ら,そ の結果 を予想 して比較 し,選 択 す る意 思決定 であ る。 あ る代替
19}

的 選 択 肢 が 最 適 で あ る とい う こ とは,次 の2つ の条 件 の ときで あ る。 す な わ

ち,(1)す べ て の代 替 的選 択 肢 を比 較 し う る諸 基 準 の 集合 が存 在 して お り,②

当該 の選 択 肢 が そ れ ら諸 基 準 か ら見 て他 の す べ て の代 替 的選 択 肢 よ り良 い と

い う こ とで あ る。
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マ ーチ とサイモ ンは,人 間の多 くは満足基準 で意思決定 を行 ってい る と仮

定 した。 す なわ ち,満 足基準 とは,意 思 決定 プロセ スで仮 定 され た諸代替案

の中か ら主観 的 に最 も優 れ た もの を選択 す るので はな く,一 定の満足 で きる

価値 ・選択基準 を引 き,そ れ以上 で あれ ば,そ の代替案 を選択 す る とい う意

思決定で あ る。代替的選択肢 が,満 足で きる とい うことは,次 の2つ の条 件
　

の ある ときで ある。す なわ ち,(1)満 足 で きるぎ りぎ りの代替 的選択肢 を
,は

っ き りさせ る諸基準 の集合が存在 してお り,② 当該選択肢 が,こ れ らの諸基

準 のすべ て に適合 す るか,も し くはそれ を越 えてい る とい うこ とであ る。現

実 には,最 初 に満足基準 を満 たす ことを確認 した代 替案 を実行 す る ことにな

る。 それ ゆえ,満 足基準 での意思決定 は代替 案 を1つ ずつ検 討す る とい う逐

次的 な決定 となる。 ある代 替案が満足基準 を満 た してい るか否 か,満 た して

いれ ばそれで決定 であ り,否 の とき,次 の代 替案 の検討 に入 る とい う
,合 否

の判 定 の連 続の形 でな され る。 これ に対 して最大効 用 の場合 には
,検 討対 象

の代替案 すべて を一度 に検討 しな ければな らない。 その意味で,最 大効用 に

よる意思決定 は,手 間や費用,時 間が かか るこ とにな る。一 方,満 足基準 に

よる意思決定 は,逐 次 的な意 思決定のた め,手 間 と時間 がかか らない可能 性

が高 い。マ ーチ とサイモ ンは,人 間の意思決定 の特徴 について,以 下 の よ う
21)

に述 べてい る。「たいていの人 間の意 思決足 は,そ れが個 人的 な ものであ って

もまた組織 内の もので あって も,満 足 で きる代替 的選択肢 を発見 し,そ れ を

選 択す るこ とと関係 してお り,例 外的 な場合 にのみ,最 適 の選択肢 の発見 と

その選択 に関係 してい る。J

この意思決定の最適基準 ・満足基準 につ いて,国 際比較 の視点 か らの研 究
ヨの

が あ る。 アメ リカ等 の西欧諸国 は,個 人 的意思 決定 ・トップダウ ンの意思決

定 の志 向が強 い ことか ら,満 足基準 に よる意思決定 の傾 向が ある。 これに対

して,日 本 の場合,集 団 による意 思決定 の志向が強 い こ とか ら,ど ち らか と

い う と,限 られ た数 ではあ るが,い くつかの代 替案 を同時 に比較 し
,そ の な

かで相対 的 に最 も望 ましい もの を選択 す る傾 向 にある。 これ は不完全 で はあ
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るが,最 大基準 で選択 しよ うとしてい る意思決定で ある。

(3)プ ログラム化 され た意思決定 とプ ログラム化 されない意思決定

サイモ ンは,意 思決定 について,プ ログラム化 された意思決定 とプログラ
23)

ム 化 さ れ な い 意 思 決 定 に 分 類 し て い る。 プ ロ グ ラ ム 化 さ れ た 意 思 決 定

(programmeddecision)と は,環 境 か らの刺 激 が 加 え られ た場 合,意 思 決 定

者 の記 憶 の 中 か ら,特 定 の選 択 肢 しか想 起 され ず,そ れ を意 思 決 定 す る場 合

で あ る。 あ る刺 激 と一 連 の行 動 とが プ ロ グ ラム化,一 体 化 され て 人間 に記 憶

され て お り,そ の刺 激 が加 え られ た と きに は 自動 的 に そ の行 動 が 想起 され,

その行 動 が 実 行 され る こ とに な る。 この プ ロ グ ラ ム化 され た意 思 決 定 の例 と

して,人 間 の 習慣 的 行 動 や,工 場 内 の流 れ作 業 に よ るふ だ ん の作 業 な どが あ

る。 企 業 の 中 の流 れ作 業 現 場 で働 い て い る人 は,作 業 手 順 や マ ニ ュア ル に従

って決 め られ た作 業 を して お り,刺 激 に対 す る選 択 肢 はた った1つ しか 想起

され な く,そ れ を行 動 す るで あ ろ う。 この プ ログ ラ ム化 され た 意 思 決 定 は,

人 間 の生活 の中 で きわ め て一 般 的 な もので あ る。

プ ロ グ ラ ム化 され な い意 思 決 定(non-programmeddecision)と は,意 思

決 定 過 程 と同様 の プ ロセ ス で行 わ れ る意 思 決定 で あ る。 す なわ ち,環 境 か ら

何 らか の刺 激 が あ った と き,代 替 的選 択 肢 が 想起 され,そ の 結 果 を主 観 的 に

予 測 して,一 定 の 選 択 基 準 に よっ て評 価 し,1つ の行 動 を選 択 す る とい う意

思 決 定 過 程 に忠 実 に従 うの で あ る。 この よ うな プ ロ グラ ム化 され な い意 思 決

定 は,そ の人 間 に とって過 去 に経 験 の な い か つ知 識 と して も学 ん だ こ との な

い タイ プ の刺 激 が環 境 か ら与 え られ た ときで あ る。 まった く新 しい状 況 に対

応 す る とき に は,プ ロ グ ラム化 され な い意 思 決 定 が 行 わ れ る こ とに な る。 し

た が って,い わ ゆ る革 新 的 な行 動 は,プ ロ グ ラム化 され た 意 思 決 定 か らは生

まれ ず,こ の プ ロ グ ラム 化 さ れ な い意 思 決 定 に よっ て の み生 まれ るの で あ る。

プ ロ グ ラ ム化 され た意 思 決 定 をす れ ば,す べ て革 新(innovation)と な るわ け

で はな い が,革 新 的 な行 動 が 生 まれ る可能 性 は あ る。 プ ロ グ ラム化 され た意
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思決定 か らは革新 は生 じな いので ある。 プログラム化 された意思決 定 とプロ

グラム化 され ない意思決定 と両 方行 う立場 に同一 の人間 が立 った とき,一 般

にグ レシャムの法則が はた らき,容 易 にで きるプログラム化 され た意 思決定

ばか りを行 い,プ ログラム化 されない意 思決定 は後 回 しにな る傾向 が強 い と

いわれ る。 これが,革 新が容易 に は起 こ りえな い1つ の理 由 となってい る。

以上 の よ うな,サ イモ ン理論 に よる意思決定論 か らr前 述 した技能形成 の

国際比較 に関 して,新 た な理論が構 築 で きよう。技能 を形成 す る作業 につい

て,ヂ ふだ んの作業」 と 「ふ だん と違 った作業」に分類 した。 このふだ んの作

業 とは,規 格化 され,繰 り返 しの多 い作業 であ るこ とか ら,サ イモ ンの言 う

プ ログラム化 された意 思決定 を主 とす る作業 であ ろう。 しか し,作 業現場 で

は,過 去 に経験 のないかつ知qと して も学 んだ ことのないタイプの刺激 が環

境か ら与 え られ る ときがあ る。例 えば,工 場 内の何 らかの トラブル に対 す る

対処 の ような異常へ の対応 の一部 は,ま った く新 しい状 況 に対応 す る仕事 と

しての,ふ だん と違 った作業へ の対処 であ る。 まった く新 しい状況 に対応す

る ときには,プ ログラム化 され ない意思決定 が行 われ る ことになる。 日本 の

場合,異 常への対 応 は,生 産労働者 が自 ら行 う統一 方式 が一 般的で あ り,ア

メ リカの場合 は,異 常へ の対応 は技術者 な ど別 のグルー プに分 ける とい う分

離 方式が一般 的で ある。 この ことか ら,日 本で は作業労働者 か ら革新 的 な行

動 が生 ず る可能性 が高 い ことになる。す なわ ち,プ ログラム化 された意 思決

定 か らは革新 は生 まれず,こ の プログラム化 され ない意思決定 に よってのみ

革新 は生 まれ るのであ るか ら,日 本 企業の作 業者 は,現 場で異常 への対応 と

い うプ ログ ラム化 されない意思決定 を現場 で行 ってい るこ とにな り,革 新 的

な行動が生 まれ る可能性 が高い ことになる。 一方,ア メ リカの現場作業者 は,

異常への対処等が行 われず,多 くがプ ログラム化 された意思決定 に よる作業

のた め,現 場 作業者 か ら革新 は生 じに く くなるで あろ う。 アメ リカで は,生

産 現場 の作業者か らで はな く,技 術者 な ど他 の グルー プか らの革新が生 まれ

る可能性 が高 い ことにな る。 この説明 は,日 本 は,生 産 現場 の改善 に よるイ
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ン ク リメ ン タル ・イ ノベ ー シ ョンが 強 み でsア メ リカ は,独 創 的 イ ノベ ー シ

ョンが強 み で あ る とい う考 え方 と も一 致 す る。

(4)リ スク と不確 実性 ・あい まい さ

意思決定論 にお いて,リ スク,不 確実性 ・あい まい さは重要 な鍵概念 であ

る。

意思決定 は,な ん らか の不確実性 を含 んでい るため,不 確 実性下 での意 思

決定 において,リ ス クに対 す る態度 が意思決定者 に とって重 要で ある。意 思

決定論 で は,リ スクを出来 るだ け避 けよう とす る意 思決 定が リス ク回避 的で

あ り,リ スク回避度 がゼ ロの場合 が リス ク中立 的で ある。

心理学者 は,多 くの実証研究 によ り,人 間の リスクに対 す る程 度 につ いて
24)

研究 して いる。例 えば,女 性,年 長 者,既 婚 者 はそ うで ない人び とと比 べて

リス クを回避 す る傾 向が ある こと,リ スク回避 は職 業 を選択 す る際 に も影響

を与 える傾 向 にある ことをな どを指摘 している研 究が ある。す なわ ち,歩 合

給 のセールスマ ンが平均 よりもリスク回避的で なか った り,ま た公務 員や銀

行 員が平均 よ りも リスク回避 的で ある ことが発見 され た。 アメ リカ とカナダ

の経 営者 の リスク態度 につ いて調べた研究 では,ト ップ経営者 は下位 の管理

者層 よ りも,ま た中小企業 の経営者 は大企業 の経営者 よ りも,そ して大学院

を出た経営者 は大卒や高卒 の経営者 よ りも,進 んで リス クに挑戦 す る傾 向 に

あ るこ とを指摘 している。 ただ,こ の研究 では,リ ス ク回避 と国民性 の関係

を系統的 に説明す る証拠 は見 つ けられなかった。

不確実性,あ い まい さに対 す る認知 とは,あ い まい さに対 す る寛容 さの程

度 であ る。人 によっては,情 報 を組 み立 てて,あ い まい さを最小 限に したい

とい う欲求が強 い人 がい る。一方,あ い まい さを極力避 けたい とい う欲求 の

強 い人 がい る。

ホフステ ッ ドは,こ の不確 実性 ・あい まい性 に対 す る許容 が,国 民 文化 に
25)

よ り相違 す る と主張 してい る。彼 は,文 化 と組織 の実証研 究か ら,不 確 実性
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の回避 が,権 力格差,個 人主義一集 団主義,男 性 らしさ一一女性 らしさの次元

に続 いて見 い出 された4番 目の次元 であ るとす る。不確 実性 に対処 す る方法

は,ど の国 において も人 間 を取 り巻 くあ らゆる制度 の本質的 な要素 にな って

いる。人間社会 は,こ の不安 を和 らげる方法 を生 み出 して きた。 これ らの方

法 は,科 学技術,法 律,宗 教 とい った領域 に含 まれ ている。 また,不 確実 で

ある という ことは,本 質的 に主観的 な経験 であ り感情 で ある。 しか し,不 確

実 であ る とい う感情 は,個 人 的な もの ばか りで はない。それ は社会 の他の人々

と,あ る程度共有 されてお り,不 確 実で ある とい う感情 も獲得 され学 習 され

るものであ る。 その よ うな感情 お よび それ に対処 す る方法 は,社 会 の文化遺

産 の一一部 で あって,家 族,学 校,国 家 とい った基本 的 な制度 を通 して受 け継

がれ強化 されて い く。

不確実 であ る とい う感情 はsそ れ ぞれ の社会 のメ ンバ ーが共通 して抱 いて

る価値観 に反映 されてい る。 それ ぞれの社会で集合的 に保持 されてい る価値

観 に応 じて,な ん らかの集合 的な行動 パ ター ンが生 まれ るこ とにな るが,そ

の ような行動パ ター ンは他 の社会 の メンバ ー には奇異で理解 しが たい もの に

思 えるか もしれ ない。彼 は以上 の ように,不 確 実性 に関 して説明 してい る。

さ らに,ホ フステ ッ ドは,不 確実性へ の回避 と組織 に関 して以下 の ような

仮 説 を提示 してい る。不確 実性 回避 の強 い社会 では,雇 い主 と社員 の権利 や

義務が 多 くの法律 や規則 に よって定 め られ てい る。 この社会 で は,心 情 的 に

法や規則が必要 とされてい るので,規 則 を定 めた り,規 則 を遵守 しよう とす

る行動が取 られ る。一方,不 確 実性 の回避 が非 常 に弱 い国 は,フ ォーマルな

規則 が弱 い社会で あ る。不確実性 回避 が組織 に どの よ うな影響 を与 えるかは,

個人主義 一集 団主義 の文化 の程度 に よって も左右 され る とす る。不確実性 の

回避iが強 く個人 主義 的 な国で は,規 則 は明瞭 で成文化 されて いる(低 コ ンテ

クス トの コ ミュニケー シ ョン)が,不 確実性 の回避 が強 く集 団主義 的 な国で

は,規 則 は暗黙 の了解 であ り伝統 に根 ざ してい る(高 コンテ クス トの コ ミュ

ニ ケー ション)と してい る。 ホフステ ッ ドは,後 者 の例 として 日本 を挙 げて
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い る 。

(5)時 間

時間の視 点か ら,意 思決定 を とらえる こともで きる。

第1に,文 化や人 間の価値観 が,未 来志向か過去志向か に よ り,意 思決定

のパ ター ンが相違す る可能性 があ る。例 えば,ア メ リカの ような未来志 向的
26)

文化 では,過 去 に とらわ れない よ り新 しい代替案 が生 み出せ る傾 向があ る。

イギ リスの ような,か な り保守 的で,過 去志 向の文化 で は,代 替 案の基礎 に

な る歴史 的パ ター ンを探求 す る傾 向が ある。 未来 志向か過 去志向か とい う文

化 ・価値観 が,想 起 され る代替 的選択 肢 に対 して影響 を与 えるの であ る。

この よ うな,文 化 ・価 値観 のみな らず,制 度 も,意 思決定 の未来志 向 ・過

去志向 のあ り方 に大 き く関係 するであ ろう。例 えば,日 本企業 の多 くが採用

してい る,い わゆ る年功 を重視 した賃金体 系 は,意 思決定 の未来 志向 と適合

的であ る。

第2は,意 思決定 の際 に考慮 す る時間の長 さで ある。 どのよ うなタイム ス

パ ンを持 って,意 思決定 を行 って いるか とい う点 であ る。例 えば,企 業 にお

ける戦 略的意思決定 にお いて,ど の程度 の時間 で考 えているのか。2～3年

とい う短期的視点 で戦略的意思決定 を行 ってい るのか,そ れ とも10年 程度 と

い う長期的視点 に立 って戦略的意思決定 を行 うか によって,意 思決定 の内容

は変 わ る可能性 があ る。長 い将来 の事業成果 を最大 限 にす るた めに,現 在,

その事業 の可能性 に投 資 し,短 期 的 に利 益 を最大化 しない とい う意 思決定 も

当然 あ りうるで あろ う。人 間の意 思決定 にお いて も,将 来 の楽 しみを最大限

にす るた めに,短 期 的 には我慢 して,大 きな喜 びを後 回 しにす る とい う意思

決定 もあるで あろ う。

この意思決定 の際 の考慮す る時間の長 さは,文 化 ・価値観 のみな らず,制

度 のあ り方 に大 き く関係 す るであ ろう。 アメ リカの企業 の経営者 は,比 較 的

短期的視点 で経営 を行 う との指摘 があ るが,こ れ は制度 の あ り方が1つ の原
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因で あ る。す なわ ち,前 述 した よ うに,ア メリカの大企業 で は,株 主の力 が

相対的 に強 く,企 業経 営 にお いて も株主 の利益 を最大化 す る行動 を と りやす

く,年 金基 金や投資信託 な どの機 関投資家 による株 式保 有割合 が高 く,こ れ

らの機関投資家 は,そ のポー トフォ リオか らの短期 的 な収益 を最大化 す る と

い う行動 を志 向す る傾 向が強 い。以上 の ような,制 度 的要因か ら,ア メ リカ

の経 営 は,ど ち らか とい う と短期 的視点 によ り意 思決定 を行 いやす い とい う

傾 向が生 じてい るのであ る。 これ に対 して,日 本 の大企業 で は,現 在変化 し

つつ はあるが,グ ルー プの企業 お よび銀行 や保険会社 とい った金融機 関が長

期的 な取 引関係 にあ る他 の企業 の株式 を保有 す る株 式の相 互持 ち合 いが かな

り存在 してお り,こ の法人 所有 の形 態 は,ど ち らか とい う と長期 的視点 に立

った投 資で あ り,安 定株 主 とい う傾 向が あ る。 ま、た,日 本の経 営者 は,内 部

昇 進 による経営者が 多 く,経 営 者の業績評価 は,比 較的長期的視点 で判断 さ

れ る。以上 の ような,制 度 的要因か ら,日 本 の経営 は,ど ち らか とい う と長

期 的視 点 によ り意 思決定 を行 いやす い とい う傾 向が生 じて いるので ある。

その他,こ の意思決定 の時 間 に対 す る考慮 で,好 例 と思われ るのが,ア ジ

アのいわ ゆる華僑 ・華 人資本 家の経営行動で あ る。華僑 ・華人資本家 は,投

資の回収 を短期的 に志向す る傾 向が強 い。 いわ ゆる商業 資本 家的 と呼 ばれ る

経営行動が,現 在 で も依然 として多 く見 られ る。 アジア華僑 ・華人資本家 は,

5年 程度 で事業投 資 を回収 し,追 加投資 をため らう とい う行動 が多 く見 られ

る。華僑 ・華人 資本家 は,戦 略 的意思決定 の時間的 スパ ンが,日 本や他 の西

欧諸 国 の経営者 に比較 す る と短 いので はないか と考 えられ る。

また,社 会 主義 国の中国やベ トナムで は,外 資企業 に対 す る合 弁期 限が設

定 され ている。 これは,制 度 としての企業経営 存続 の期 限へ の規定 であ り,

この合弁期 限の視 点か ら戦 略的意 思決定 を行わ なければな らない ことになる。

中国やベ トナムの外資系企業 は,合 弁期 限 とい う制 度の制約 か ら,比 較的短

期的視点で の戦略 的決定 を行 わ ざるを得 ない ので あ る。
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⑥ モチ ベ ー シ ョン ・動 機 づ け

組 織 内 の人 間 の 意 思 決 定 を考 察 す る際,モ チベ ー シ ョン ・動 機 づ け の側 面

も重 要 で あ る。 組 織 行 動 論 にお い て,代 表 的 な モ チ ベ0シ ョン ・動 機 づ け理

論 として,一 体 化 理 論,期 待 理 論,公 平 理 論 の3つ が あ る。

まず,モ チベ ー シ ョ ン ・動 機 づ け の代 表 的 理 論 として一体 化 理 論(identifi -

cationtheory)を と りあ げ る。 一 体 化 とは,組 織 の メ ンバ ー が,あ る対 象 に

忠誠 心 を抱 い て い る状 況 の こ とを い う。 サ イ モ ンは,一 体 化 の主 要 な対 象 と
　

して以下 の4つ を挙 げて いる。「す なわ ち,① 当該組織 に とって外在 的 な組織

(すなわ ち組織外 への一体化)i② 当該組織 それ 自体(組 織 への一体化)
,③ 職

務 に含 まれて いる仕事 での活動(課 業 への一体化) ,お よび④ 当該組織 内の下

位集 団(下 位集 団への一体化)で あ る。 さらに,サ イモ ンは,一 体化 のメカ

ニ ズム について,以 下の仮説 を提 示 してい る。

① 知覚 された集 団の威信 が高 けれ ば高い ほ ど,個 人 が その集団 に一体化

す る傾 向は よ り強 くな り,そ の逆 の関係 も成 り立 つ。

② 集団の メンバーの問 で,目 的が共有 され てい る と知覚 され ている程度

が高 ければ高 いほ ど,個 人 が その集 団 に一体化 す る傾 向が よ り強 くな り
,

また その逆の関係 も成 り立 つ。

③ 個人 と他 の集団 メンバー との間での相互作 用の頻度 が大で あれ ば大 で

あ るほ ど,個 人が その集 団 に一体化 す る傾 向が よ り強 くな り
,ま たその

逆 の関係 も成 り立っ。

④ 集 団の中で充足 され る個人 の欲求 の数 が多 けれ ば多い ほ ど
,個 人 がそ

の集団 に一体 化す る傾向が よ り強 くな り,ま たその逆 の関係 も成 り立 つ。

⑤ 個人 と他 の集 団 メンバ ー との間での競争 の量 が少 なけれ ば少 ないほ ど
,

個人が その集 団に一体化 す る傾 向が よ り強 くな り,ま た逆 の関係 も成 り

立 っ。

第2の モチベ ー シ ョン ・動機 づ け理論 として,期 待理論 があ る。期待理論

(expectancytheory)で は,あ る行為 レベル に対 す るモチベ ー シ ョンは
,①
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そ の 行 為 レベ ル が 達 成 で き る と い う主 観 的 確 率 と し て の 「期 待(expec -

tancy)」 と,② そ の 行 為 レベ ル を達 成 す る こ との魅 力 度 と して の 「誘 意 性

(valence)」 との 関 数 で あ る と仮 定 す る。 した が って ,あ る行 為 レベ ル に関 し

て,達 成 の確 信 を強 く持 て ば持 つ ほ ど,ま た そ の行 為 レベ ル の達 成 に魅 力 を

感 じ高 い価 値 をお けば お くほ ど,そ の行 為 レベ ル達 成 に強 く動 機 づ け られ る

こ とにな る。

第3の モ チベ ー シ ョン ・動機 づ け理 論 と して,公 平 理 論 が あ る。 公平 理 論

(equitytheory)で は,自 分 の 置 か れ た状 況 が 他 者 の 同様 な状 況 と比 べ て 「公

平 」 か ど うか が,満 足 ・不 満 足 の規 定 要 因 とな るの で あ る。 公 平 理 論 で は,

各 人 が置 か れ た イ ン プ ッ トして の状 況 とア ウ トプ ッ トと して の 結果 を考 え る
。

具体 的 な イ ン プ ッ トと して は,① 性 ・年齢 ・勤 続 年 数 ・学 歴 ・経 験 な どの個

人 属 性,② 努 力 ・工 夫 ・創 造 性 な どの個 人 の 行 動,③ 仕 事 の 難 し さ,責 任 の

重 さ ・厳 しさ,な どが 考 え られ る。 一 方,ア ウ トプ ッ トは
,給 与 ・ボー ナ ス.

昇 進 そ の他 の待 遇 上 の 諸条 件,職 務 条 件,承 認 や 協 力 な どの人 間 関 係
,な ど

が 考 え られ る。 公 平 理 論 は,自 分 に とって の イ ンプ ッ トとア ウ トプ ッ トの割

合(例 え ば努 力 に対 す る給 与 の割 合)が,比 較 上 の他 者 の 同様 な割 合 とバ ラ

ンス して い る,と 認知 され て い る状 態 を意 味 して い る
。 そ して,こ の よ うな

認 知 が 成 立 して い る とき,そ の本 人 は結果 の配 分 が 公 平 に な され て い る と感

じ,結 果 と して満 足 感 を経験 す る。 しか し,イ ンプ ッ トとア ウ トプ ッ トの比

率 が不 均 衡 で,か つ 自分 に とっ て不利 とな って い る とき は,不 公 平 とい う感

じを持 つ こ とにな り,そ の結 果 と して不 満 足 感 に陥 る。

以 上 の よ うな3つ の モ チベ ー シ ョン ・動 機 づ け理 論 につ い て,そ の異 文 化

環 境 で の 妥 当性 に関 して多 くの実 証研 究 が 行 わ れ て い る。

一 体 化 理 論 につ い て は
,日 本企 業 の 従 業 員 の モ チベ ー シ ョン ・動 機 づ けの

メ カ ニ ズ ム を考 察 す る際,有 効 な説 で あ る とされ て い る
。 す なわ ち,日 本 企

業 の 従業 員 の 会 社 に対 す る愛 社 精 神 の よ うな 忠誠 心 は,一 体 化 の 理 論 に よ り

説 明 で き る。 日本 の大 企 業 で は長 期 雇 用 慣 行 がm般 的 で あ り,従 業 員 の相 互
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交流 が盛 んであ る。 また,会 社 ・職場 内の情報 共有 等 によ り,企 業の 目的が

共有 されて いる と知 覚 され ている程度が高 い。 さ らに,同 期入社組 の従業員

の競争 は,最 初 はな るべ く差 をつ けず,長 期 的視点 で競争 が行 われ てい る。

以上 の よ うな 日本企業 の特徴 は,組 織 への一体 化 を強 めるメカニ ズム に働 い

たので ある。

期待理論 につ いて は,ア メ リカ人 の個人主義重視 の文化 に影響 され た理論

であ り,個 人業績 を重視 し,そ の遂行 に高い関心 を持 つ,合 理 的で個人 的な
　

価 値 観 を持 つ人 間 が仮 定 され て い る理 論 で あ る,と す る意 見 が あ る。 た だ,

期 待 理論 で は,従 業 員 を動 機 づ け る報 酬 の タイ プ を特 定 化 して い な い の で,

そ の意 味 で は普 遍 的 で あ る とい え る。 報 酬 の タ イ プの選 好 は,文 化 に よ り相

違 す る とす る実証 研 究 が 多 い 。 古典 的 な研 究 で は,シ ロ タ(Sirota)と グ リー一
　をめ

ン ウ ッ ド(Greenwood)の 研 究 が あ る。 この研 究 で,文 化 間 で大 き く異 な っ

て い た もの に,次 の よ うな ものが あ った。

① 英 語 圏 の 国 で は,個 人 の業 績 が か な り重視 され,安 全欲 求 が低 い。

② フ ラ ン ス語 圏 の 国 は,英 語 圏 の国 と類 似 して い るが,安 全 が 非 常 に重

視 され,仕 事 へ の挑 戦 が それ ほ ど重 視 され て い な い。

③ 北 欧 の 国 々 は,「 立 身 出世 」や仕 事 の報 酬 目標 に は それ ほ ど関心 を示 さ

な い が,仕 事 の達 成 感 を よ り重視 して いた 。 さ らに,彼 らは人 間 に はか

な り関 心 を示 した が,組 織 に は それ ほ ど関 心 を示 さなか っ た(彼 らに と

っ て仕 事 が個 人 生 活 を妨 害 しな い こ とが重 要 で あ る)。

④ ラテ ン系 の 国 々 は,個 人 の 業績 を それ ほ ど重視 して い ない 。特 に南 欧

の人 々 は仕事 の 安 全性 を最 も重視 して いた 。 ラ テ ン系 の国 々 の両 グル ー

プ は,付 加 給 付 を重 視 して い た。

⑤ ドイ ツは,安 全 性 と付 加 給 付,と りわ け 「出世 」 を重 視 して い た。

⑥ 日本 は,昇 進 を重 視 して いな い が,挑 戦 が2番 目 に重視 され る 目標 で

あ る。 しか も自律 性 が 最 も重 視 され ず,良 好 な労働 条 件 と親 しみや す い

労 働 環境 が 非 常 に重 視 され て い た。
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公平理論 について は,賃 金や労働 条件 といった他人 や他 の集 団 と客観 的 に

比 較 しや すい賃金 や労働条件 といった報 酬の動機 づ けメカニズム を解明 す る

理論 としては,極 めて有効 な説 であ ろう。 ただ,人 間の動機 づ けは,こ の よ

うな報 酬の他 との比較 だけで はないメカニズムが存在 す るので(例 えば一体

化,愛 社精神 の感情 や人 間関係 の満足,仕 事 への誇 り等 の感 情) ,そ の点 に限

界が あろ う。人間 の満足 ・不満足 は,他 人 や他 の集団 との比 較 に よって もた

らせれ る とい う人間観 は,人 間 のあ る側面 のみ妥当す る考 え方で あ ろう
。

第6節 オース トラ リアの企 業経 営のケ ース

企 業環 境 と して の オ ー ス トラ リア の社 会 と文 化 につ い て み て み よ う。

1788年,流 刑 人 を含 む キ ャ プ テ ン ・アー サ ー ・フ ィ リップ ス の指 揮 す る移

民 が シ ドニ ー ・コー プ に上 陸 し,オ ー ス トラ リアの 歴 史 が 始 まっ た。 オ ー ス

トラ リア の歴 史 は,ま だ200年 あ ま り しか た っ て い な い。 オ ー ス トラ リア は,

イ ギ リスの植 民地 と して建 設 され た とい う事 情 か ら,オ ー ス トラ リア の社 会
.

文 化 に はイ ギ リス の影 響 が 多 く見 られ る。 企 業 経 営 に お い て も,労 使 関 係 な

どは イ ギ リス の影 響 が 強 く見 られ る。

オ ー ス トラ リア は,人 口が 約1700万 人 と少 な く,国 土 面 積 は 日本 の21倍 と

広 い。 企 業 経 営 か ら見 る と,人 口が 少 な い こ とは国 内市 場 が小 さ い こ とを意

味 す る し,国 土 面 積 が広 く人 口密度 が 少 な い こ とは輸 送 コ ス トや販 売 コス ト

が 高 い こ と を意 味 す る。 この広 い 国土 と人 口の 少 な さ は,オ ー ス トラ リア の

企 業 経 営 に とっ て大 きな制 約 とな っ て い る。

オ ー ス トラ リア社 会 を特 徴 づ け る重 要 な側 面 は,世 界 各 国 か らの移 民 の 流

入 に伴 う急 速 な多 民 族 社 会 化 で あ る。 オ ー ス トラ リア は,歴 史 的 にみ る と移

民 に よ っ て成 立 した 国 で あ るが,第2次 世 界 大 戦 前 まで は ヨー ロ ッパ か らの

移 民 が 中心 で あ った 。 しか し,大 戦 後 ヨー1コッパ 以 外 の 国,特 に ア ジ ア諸 国

か らの移 民 が急 速 に増 加 した 。 現 在,オ ー ス トラ リア人 口の約20%以 上 が 海
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外 で生 まれ た移 民 で あ る とされ る。1950年 代,60年 代 の 経 済 ブー ム 期 に,労

働 不 足 が 深刻 化 し,移 民 が 急増 した 。 現 在,彼 らはオ ー ス トラ リア経 済 の重

要 な担 い手 に な っ て い る。 ア ジア を中心 とす る非 ヨー ロ ッパ 圏 か らの移 民 の

増 加,そ の二 世 の誕 生 に よ り,オ ー ス トラ リア に歴 史 的 に息 づ い て いた イ ギ

リス 的文 化,社 会 が か な り変 貌 して きて い る。例 え ば,メ ル ボル ンは,ギ リ

シ ャ人 の人 口が世 界 で 第3番 目 に多 い都 市 で あ る。 また,メ ル ボ ル ンで も中

国 系 そ の多 くは香 港,台 湾,中 国,マ レー シア等 か らで あ ろ う の移

民,中 東 諸 国,南 ア ジア の移 民 を よ く見 か け る。 これ らの 移 民 の 多 くは,ダ

0テ ィジ ョブ と言 わ れ る職 種 の 仕事 に従 事 して い る。 彼 らは,低 賃 金 で,労

働 条 件 が 悪 い職 場 が 多 い。 現 在 の オ ー ス トラ リア は,多 くの課 題 と問題 を背

負 い なが ら も,急 速 に マ ル チ カ ル チ ャー化,多 民 族 主義 化 した社 会 とな って

きて い る。

q)オ ース トラ リアの トップマ ネ ジ メ ン ト構 造 の 特 徴

オ ー ス トラ リア の トップ マ ネ ジメ ン ト構 造 ・制 度 は,第1の ア メ リカモ デ

ル に近 い。

オ ー ス トラ リア の トップマ ネ ジ メ ン ト組 織 は,株 主 総 会,取 締 役 会(board

ofdirectors),経 営 執 行 委 員 会(executivecommittee),監 査 役 会 で あ る。

ア メ リカ と同様 に,実 質 的 執 行 機 関 は経 営執 行 委 員会 で あ る。 経 営執 行 委

員 会 の代 表(chiefexecutive)は,ManagingDirector,GeneralManager,

Presidentな どの名 称 で 呼 ばれ て い る。

オ ー ス トラ リアで は,取 締 役 は,以 下 の3つ の構 成 メ ンバ ー に分 類 され る。

第1の メ ンバ ー は,経 営 執 行 委 員 の兼 任 者 で あ る。 オ ー ス トラ リア で は,こ

の よ う に経 営 執 行 委 員 が取 締 役 を兼 任 してい るケ ー ス もあ るが,取 締 役 を兼

任 しない ケー ス も多 い。第2の メ ンバ ー は,専 門 的 取締 役(professionaldirec-

tor)と よばれ る階 層 で あ る。 専 門 的 取 締 役 はs名 家 の 出身 者,公 的 ・私 的 企

業 ・経 営 者 の退 職 者,政 治 家 退 任 者 等 が い る。 第3の メ ンバ ー一は,親 企 業 の

50国 際経営論集No.151998



経営者,大 株主 の経営者,法 律家,弁 護 士,科 学者,学 者 な どの専門家,な

ど他 の企業 ・集団の人 であ る。

オース トラ リアで は,原 則 としては,取 締 役会が最高意思決定機 関 とされ

ているが,実 質的 には経営執行委員会 が最高意 思決 定機関 の機 能 を担 う企業

が多い。取締 役会 は,経 営委員会委員長 の選任
,全 投 的企業経 営戦 略の決定

を行 い,企 業 の業務執行 に関 しては経営執行委 員会 に委託 してい る型 が多 い
。

それ ゆえ,オ ース トラ リアの トップマネ ジメン ト組織 を研 究す る場 合
,経 営

執行委員会 が重要 となる。

オ ース トラ リアの トップマ ネジメン トの特質 ・経歴 についてみてみ よう
。

3(1)

ドラモ ン ド(1993)は,オ ー ス トラ リア企 業 と日本 企 業 の トップマ ネ ジ メ

ン ト組 織 と技 能 に関 す る国 際比 較 を行 っ て い る
,,オ ー ス トラ リア の社 長(経

営 執 行 委 員 会 代 表:managingdirector)と 日本 の社 長 の 出 身 地 位 に つ い て の

調 査 結 果 で は,オ ー ス トラ リア の社 長 の ほ うが 日本 の社 長 よ り内部 登 用 者 が

よ り多 か った 。社 長 の 出 身地 位 は産 業 に よっ て異 な っ た傾 向 を示 して い る
。

日豪 両 国 で見 られ る傾 向 は,製 造 業 にお いて生 えぬ き社 長 が 多 い こ とで あ る

(オ ー ス トラ リア56.1%,日 本40 .6%)。 オ ー ス トラ リア の 金 融 業 にお い て も

生 えぬ き社 長 が 多 く占 め て い る(42 .9%)。 オ ー ス トラ リア にお い て は,専 門

経 営 者 の評 価 は高 い。 製 造 業 と金融 業 にお いて は株 式 所 有 者 と思 わ れ る創 業

者 社 長 や二 代 目 ・三 代 目社 長 は少 な く,専 門 経 営 者 が 多 い。 これ に対 して小

売 業 で は創 業 者 も し くは二 代 目 ・三代 目社 長 の 占 め る割 合 が際 だ って い る
。

この こ とは,こ の産 業 に お い て 同族 的色 彩 が 強 い こ とを反 映 して い る もの で

あ り,事 業 規 模 と各 産 業 分 野 の成 熟 度 に関 連 して い る と して い る
。

② オ ー ス トラ リアの 株 主 構 造 とコ0ポ レ0ト ガバ ナ ンスの 特 徴

オ ー ス トラ リアの 資 本構 造 は,第1の ア メ リカ モ デル に近 く,大 企 業 は,

所 有 と経 営 の分 離 が進 み,専 門 経 営 者 が 企 業 経 営 の か な りを支配 してい る構

造 に な っ て い る。
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パ レッ トは,オ ー ス トラ リア大企業 の所有 と経営 の分離 と経営者支配 に関

す る実 証 麟 を行 っ て い る.パ レ ッ トが行 った,オ ー ス トラ リア の13の 代 表

的大企業 の経営執行 委員会代表 に関す る実証研 究 に よる と,2人 が創業者 の

家族 ・子孫で あるが,他 の11人 は,い わ ゆ る専門経営者 であった。11人 の専

門経営者 の経歴 を見 る と,7人 は他 の企業 で成功 した キャ リアの ゆえスカウ

トした人材 で あ りz残 りの4人 は自社 出身の経営者で あった。 この結果か ら,

所有 と経営 の分離が進 んで いない大企業 も一部存在 す るが,多 くのオース ト

ラ リアの大企業 は所有 と経営 の分離 が進 んでい る として いる。 また,パ レ ッ

トは,オ ー ス トラ リアの経営者 は,株 主の投資資金 の現在価値 を最大 にす る

こ とに よって株主 の要求 を満 たす こ とに,最 大 の関心 を払 ってい る と指摘 し

てい る。 オー ス トラ リアの製造業 の企業 は,優 先的 に株 主 に利 益 を分配 す る

ことを重視す る点 に特徴が あ るとしている。

オース トラ リアの代表 的小売企業 であ るコールズ ・メイヤー社 のケース に

おいて も,創 業者一族 が経 営陣 に入 ってい る ものの,大 多数の経営者 は専 門

的経営者で あった。オ ース トラ リアの大企業 は,他 の先進諸国 に見 られ るよ

うに,所 有 と経営 が分離 し,専 門経営者が 出現 す る経営者支配 とな ってい る。

オース トラ リアの大企業 の株 主構造 の固有 の特徴 として指摘で きるの は,
32)

外 国 資 本 に よ る支 配 が 多 い とい う点 で あ る。1995年 に行 っ た調 査 に よ る と,

従 業 員 数 が500名 以 上 の オ ー ス トラ リアの 大 企業679社 の うち,外 資所 有 比 率

が50%以 上 の企 業 は214社 あ り,そ の割 合 は,31.5%で あ っ た。約3分 の1に

近 いオ ー ス トラ リア大 企 業 が,外 資 系 企 業 で あ る こ とに な る。 産 業 別 に見 る

と,製 造 業,鉱 業,金 融 ・保 険 で,外 資 系企 業 の比 率 が 高 い。

⑧ オ ー ス トラ リア の 人 的 資 源 管理 と組 織 行 動 の 特 徴

オ ー ス トラ リア の人 的資 源 管 理 は,ア メ リカ を中心 とした他 の西 欧 諸 国 と

共 通 した特 徴 が あ る。 オ ー ス トラ リア は,歴 史 的 に見 る とイ ギ リス の植 民 地

か ら発 展 して お り,人 事 ・組 織 の 面 で は イ ギ リス の影 響 が 強 く見 られ る。 オ

52国 際経営論集No.151998



一 ス トラ リア は
,イ ギ リス植 民 地 の 伝 統 か らか,ブ ル ー カ ラー とホ ワ イ トカ

ラー の格 差 が 依 然 として存 在 して い る企 業 が 多 い。 オ ー ス トラ リア の企 業 の

賃 金 体 系 にお い て,ホ ワイ トカ ラー とブ ル ー カ ラー の賃 金制 度 が 異 な っ て い

るの が一 般 的 で あ る。 ホ ワ イ トカ ラ ー は,月 給 制 や年 俸 制 が 中 心 で あ るの に

対 して,ブ ル ー カ ラ・一は,週 給 制 が 基 本 とな る賃 金 制 度 で あ る。 また,ブ ル

ー カ ラー が ホ ワイ トカ ラー に職 種 転 換 す るの は
,オ ー ス トラ リア の労 働 組 合

が 多 くは職 種 別組 合 とい う こ と もあ り,一 般 的 に困難 な場 合 が 多 い。

採 用,キ ャ リア形 成,教 育 訓 練,配 置 転 換,昇 進,離 職,退 職 等 の人 的 資

源 の フ ロー の シス テ ム か らオ ー ス トラ リア の人 的 資 源 の特 徴 を見 て み よ う。

オ ー ス トラ リア は,欧 米 一 般 の キ ャ リア 形成 と同 じ く,同 一 の職 種 で昇 進 ,

キ ャ リア を積 む傾 向 が あ る。 オ ー ス トラ リア の ホ ワイ トカ ラー は,ジ ェ ネ ラ

リス ト志 向 で は な く,ス ペ シ ャ リス ト志 向 の傾 向 が強 い。 オ ー ス トラ リアの

ブ ル ー カ ラー にお いて も,単 一 の技 能 に限 定 され た単 能 工 と して の キ ャ リア

形 成 を行 っ て い るの が一 般 的 で あ る。 その理 由 は,オ ー ス トラ リア の労 働 組

合 は職 種 別 に組織 化 され て お り,そ の結 果 と して 企業 内 に複 数組 合 が 存 在 し,

労 働 者 の職 種 転 換 を困 難 に す るか らで あ る。 筆 者 が行 った オ ー ス トラ リア 日
33}

系 企 業 調 査 お いて も,オ ー ス トラ リア 日系 企 業 に お い て は,他 部 門 へ の配 置

転 換 ・ジ ョブ ロー テ ー シ ョン は少 な い とい う結 果 が 出 た 。

オ ー ス トラ リア の1企 業 多 組 合 とい う現 実 は,組 合 間 の縄 張 り紛 争 か ら,

よ り柔軟 な人 事 ・労 務 政 策 が 困 難 に な る。 す な わ ち,ジ ョブ ロー テー シ ョ ン

(配 置転 換)や,多 能 工 化 とい っ た柔軟 な キ ャ リア形 成 政 策 が,組 合 間 の 障壁

に よ り不 可 能 にな って くる。 さ らに問題 な の は,急 速 な技 術 革 新 に対 して,

組 合 が 抵 抗 す る場 合 で あ る。 ロボ ッ ト,コ ン ピ ュー ター ・NC工 作 機,フ ァ ク

トリー オ ー トメ ー シ ョ ン(FA)と い っ た最 新 の設 備 ・機 械 の 導 入 が ,組 合 員

の職 種 を奪 った り,新 た な技術 を習 得 す る必 要 か ら,そ の 導 入 に組 合 が 反 対

す るの で あ る。 以 上 の よ うな労使 関 係 の問 題 が,オ ー ス トラ リア の産 業 の 国

際 競 争 力 を著 し く低 下 させ て い る とい う主 張 も根 強 い。 近 年,オ ー ス トラ リ
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ア は,現 場 従 業 員 の 多能 工 化,労 使 交 渉 に お け る企 業 別 交 渉 の移 行 とい う動

きが で て お り,注 目 され て い る。

次 に,オ ー ス トラ リア 企 業 の熟 練 形 成 につ い て考 えて み よ う。 オ ー ス トラ

リア の内 部 労働 市場 に関 す る多 くの研 究 に よ る と,オ ー ス トラ リアで は,特

に ブ ル ー カ ラ ー に お い て は,内 部 労 働 市 場 が発 達 して い な い,と す る結 論 が

多 い。 オ ー ス トラ リア の ブ ル ー カ ラー の熟 練 形 成 は,企 業 内教 育 よ り公共 の

職 業 訓練 機 関 や徒 弟 制 に多 くを負 って い る。 特 に,熟 練 工 は,企 業 間 の労働

移 動 率 が 高 く,外 部 労働 市場 が 発 達 して い る傾 向が あ る。

しか し,大 企 業 や ホ ワイ トカ ラ ー の… 部 で 内部 労 働 市 場 が発 達 して い るケ

ー ス も存 在 して い る よ うで あ る。AWIRS(AustralianWorkplaceIndustria1

}'}

RelationsSurvey)の 研 究 に よ る と,い くつ か の大 企 業 で はi管 理職 の 多 く

は,内 部 昇進 に よる もので あ った 。 約40%の 調 査 事 業 所 で は,事 業 所 の管 理

者 の約90%は 内部 昇 進 で あ った 。 管 理 者 の 内部 昇 進 の割 合 は,民 間 部 門 よ り

公 共 部 門 で高 か った。

オ ー ス トラ リア の企 業 内教 育 訓 練 につ い て 見 て み よ う。 オ ー ス トラ リア の

教 育 訓 練 に関 す る研 究 に よ る と,オ ー ス トラ リア企 業 は企 業 内教 育 に対 して

必 ず し も熱 心 で は な い よ うで あ る。1989年 オー ス トラ リア政 府 統 計 局 で実 施

され た教 育 訓 練 費 調 査 に よ る と,オ ー ス トラ リア企 業 の教 育 訓 練 費 用 は,人

件 費 総 額 の2.2%で あ った 。この割 合 は,他 のOECD諸 国 の教 育 訓 練 費 の平 均

よ り低 い。 また,民 間企 業 よ り公 企 業 の ほ うが教 育 訓 練 費 用 の割 合 が 高 か っ

た 。教 育 訓練 費 用 の総 人 件 費 に対 す る割 合 は,公 企 業 で は3.7%,民 間企 業 で

は1.7%で あ っ た。 と くに,中 小 民 間 企 業 の教 育 訓 練 費 用 の割 合 が 低 い。調 査

結 果 に よ る と,中 小 民 間 企 業 の約 半 数 が,教 育 訓 練 費 用 が ゼ ロで あ っ た。 カ
35}

一 テ ィ ン は,オ ー ス トラ リア の教 育 訓 練 に 関 す る投 資 は,旧 西 ドイ ツ,日 本,

ア メ リカ に比 較 して 少 ない と指摘 して い る。 これ は,オ ー ス トラ リア で は内

部 労 働 市 場 が 未発 達 で あ る こ と,ま た.オ ー ス トラ リアの熟 練 範 囲 が狭 い こ

とに原 因 が あ る と して い る。 特 に,熟 練 工 は,一 企 業 内で の キ ャ リアパ ス よ
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り,企 業 間移 動 に よ る キ ャ リアパ ス が 多 い。 オ ー ス トラ リアの 職 業 訓 練 は
,

伝 統 的 に イギ リス の制 度 に近 い。

オ0ス トラ リア の職 業 訓 練 にお い て.政 府 や 州 に よ る公 的 教 育 訓 練 機 関 の

重 要性 は高 い。AWIRSに よる と,オ ー ス トラ リア政 府 の教 育 訓 練 投 資 額 は,

他 の先 進 諸 国 に比 較 して遜 色 な い。 オ ー ス トラ リアの代 表 的 公 的 職 業 教 育 機

関 は・TAFE(TechnicalandFurtherEducation)で あ る。 こ こで の職 業

訓 練 の一 般 的 コー ス は,修 業 年 限3年,1年36週 間,週1日 の授 業 で,延 べ

800時 間 の授 業 を受 け る とい う もので あ る。入 学 す る学 生 の 多 くは,実 際 に働

いて い る労働 者 で あ る。TAFEは,外 部 労 働 市 場 で 仕 事 が 得 られ る よ うな専

門 的職 業 教 育 訓練 を行 って い る。

以 上 の よ う に,オ ー ス トラ リアで は,ホ ワ イ トカ ラ ー で は専 門 的 ・ス ペ シ

ャ リス ト的 キ ャ リア形 成 が行 わ れ,ブ ル ー カ ラ0で は単 一 職 種 的 の キ ャ リア

形 成 が行 わ れ て い る こ と,ま た オ ー ス トラ リア の熟 練 形 成 は企 業 内教 育 よ り

外 部 の職 業 訓練 機 関 に多 くを負 っ て い る こ と,と い う特 徴 が あ る。 た だ,オ

ー ス トラ リア で は近 年
,企 業 内教 育 訓練 を重 視,企 業 内部 で の熟 練 形 成 を よ

り一 層 充 実 させ て い こ う とい う動 きが あ る。 日本 企 業 の特 徴 で あ る内部 熟 練

形成,ジ ェネ ラ リス ト的昇 進,内 部 昇 進,多 能工 化 とい っ た人 事 政 策 を,オ

ー ス トラ リア に移 植 す る こ とは不 可 能 で は な い よ うだ
。 労使 関 係 等 で 困 難 な

状 況 下 で は あ るが,む しろ この 日本 的 経 営 シス テ ム,特 に多能 工 化 につ い て

は オ ー ス トラ リア で 注 目 され て い る。 オ ー ス トラ リア の エ クセ レ ン ト企 業 で

あ る コー ル ズ メ イヤ ー社 の人 事 戦 略 は,内 部 昇 進,内 部 熟 練 形 成,福 利 厚 生

の重 視 とい った どち らか とい う と日本 的 経 営 に近 い形 で あ る こ と も注 目 され

る。

オ ー ス トラ リアの 従 業 員 の解 雇 の原 則 に つ いて見 て み よ う。 オ ー ス トラ リ

ア に お い て は,企 業 の 業績 が 悪化 す る と従 業 員 の解 雇 を しば しば行 うが ,そ

の場 合,勤 務 年数 の短 い従 業 員 か ら先 に解 雇 し,勤 務 年 数 の長 い従 業 員 を優

遇 す る先 任 権(seniority>に よ る形 が 多 い。 労働 組 合 も,こ の先 任 権 の原 則
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36)

を支持 してい る場合が多 い。

お わ り に

経営学 の視点か らの制度分析 の研究 は,従 来 ほ とん ど行 われて こなか った。

本稿 は,そ の体系 的研究 の筆者 の ささやかな第一歩 であ る。 それ ゆえ,本 稿

で は,序 論 的性格 を持 つため,考 察 された内容 に関 して深い分析 は行 ってい

ない。 また,ケ ー ス として はオー ス トラ リアの み しか取 り上 げてお らず,そ

の分析 もまだ未熟で あ る。

企業経営 の比較制度分析 は,経 営学,国 際経営 の分野 の新 たな フロンテ ィ

ア にな る可能性 を秘 めてい るので はな いか と筆者 はひ そか に考 えてい る。従

来 の経営学 は,か な りの部分 がア メ リカを中心 とした西欧で開発 された理論

で ある。西欧 の社会 ・文化,経 済 に適合 した経営制度 を基礎 とした,経 営理

論で あった と言 え るで あろ う。 だが,現 在 の ようなグローバ ル化 した社会 に

あって,西 欧社会 のみが経営 の舞台 で はない。 ア ジア を中心 とした地域 が急

速 に経済発展 を遂 げてお り,ア ジアの社会,文 化,経 済 に適合 した経営制度

が当然 あっていい はずで ある。 アメ リカを中心 とした アングロサ ク ソンの制

度 が,世 界 のすべ ての国 に適応すべ きで ある とい う考 え方 は,ま さにアメ リ

カ帝国主義 その ものであ ろう。 もう少 し,制 度 の多様性 を認 めて もいいので

はないか とい うのが,筆 者 の主張 であ る。各 国で制度 の違 いがあ るに もかか

わ らず,各 国の制度 はその戦略 的補完性 や制度 的補 完性 によ り,合 理 的な側

面 は少 なか らず存在 す るので ある。

昨今の アジアを巡 る深刻 な通貨危機 の根 底 には,ア メ リカ的 な制 度 た

ぶ ん これ は市場 メカニ ズムが,す べ て正 しい とい う思想で あ ろう 一の,ア

ジア地域 に対 す る押 しつ けがあ るので はないだ ろうか。各 国の為替 の交換 レ

ー トを
,す べて市場 メカニズム に任 せれ ば,ア メ リカの ような強者 が勝 ち,

ア ジア諸 国の よ うな弱 者が負 ける とい うことにな らざるを得 ないので ある・
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外 国為 替 まで,マ ネ ーゲ ー ム,投 資 ゲ ー ム に な っ て い る こ と自体 ,異 常 な状

態 とい え るの で はな いか。

筆 者 は,こ れ か ら比 較 制 度 分 析 とい う視 点 で,経 営 学 を も う一 度 見 直 す作

業 を地 道 に行 っ て い きた い と考 えて い る。

注

1)経 済 学 以 外 の 制 度 分 析 と し て,社 会 学 の 分 野 の 研 究 が あ る
。代 表 的 研 究 と し

て は,Powell(1991),Scott(1995)が あ る。

2)経 済 学 の 分 野 で の,制 度 分 析 の 代 表 的 研 究 と し て ,Coase(1988),North

(1990),Milgrom&Roberts(1992),青 木(1992),青 木(1995) ,Aoki&

Dore(1995)S青 木(1996),が あ る。
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この 定 義 は,青 木(1996)1頁 に よ る。

North(1990),訳 書3頁 に よ る。

同上,訳 書4頁 に よ る。

この比 較 制 度 分 析 の新 しい視 点 か らの 分析 の類〔型 は,青 木(1996)2頁 に よ

る。

7)青 木(1996)は,こ の戦略 的補 完性 の説 明 と して,以 下 の事 例 を挙 げ てい

る。「た とえば,日 本 の鉄道網 の中心 をなすJRの システムで は,新 幹線 を除 い

て線路 の幅 は狭軌 に統 一 され ている。列車 の相互乗 り入れの可能性 や}そ れが

駄 目な場 合の荷物 や旅客 の乗 り換 えに伴 う費用 を考 えれ ば,新 たな鉄道 を造 る

場合z既 存 の鉄道網 が狭軌 中心 な ら狭軌 の,広 軌 中心 な ら広軌の新鉄道 を造 る

ことが有利 で ある。 この ように,シ ステムの中で1つ の仕組 み(狭 軌鉄道)の

割 合が増 えるほ ど,そ の仕組 み を選 ぶ こ とが有利 になる ことを,「戦 略的補完性

(strategiccomplementarity)』 が存在 す る とい う。」(同 書8頁)。

8)青 木(1996)は,こ の制度 的補完性 の説 明 として,以 下 の事例 を挙 げてい

る。「制度 や仕組 み には,そ れ ら同士 の問 に補完性 が存在 す る。た とえば,船 舶 ・

鉄道 ・航 空機 な どを使 った大量輸送 のため には,港 湾 ・駅 ・空港 な どの イ ンフ

ラス トラ クチュアが必要 であ る。しか しこれ らの輸送 イ ンフラが あるか らとい

って,輸 送需要 が生 まれ るわ けで はない。輸送 イ ンフラは後背地 の需要 に支 え
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られ て い るか らで あ る。他 方,輸 送 イ ン フ ラが 存 在 しな けれ ば後 背 地 の利 便性

は低 く,人 口 も増 えず商 業 蓄 積 も生 まれ な い。輸 送 イ ン フラ と後 背 地 の蓄 積 の

問 に は,お 互 い の補 完 性 が存 在 す るの で あ る。 この よ うな1つ の経 済 シス テ ム

に存 在 す る多 様 な制 度 的 仕 組 み が,お 互 い に制 度 的補 完 の 関 係 に あ る こ とが

『制 度 的補 完 性(institutionalcomplementarity)』 で あ り,こ れ が 経済 シス テ

ム の 強籾 さ を強 め て い るの で あ る。」(同 書7-9頁)。

9)伊 藤(1966)5頁 に よる。

10)青 木(1996)は,こ の経 路 依 存 性 の説 明 とし て,以 下 の事 例 を挙 げ て い る。

「た とえば,明 治 時代 に 日本 の 鉄 道 が 狭 軌 を採 用 した の は,狭 小 な 国土 の 中 で 急

速 に鉄 道 建 設 を行 う必 要 が あ った一 方,経 済発 展 を始 めた ばか りで 資本 蓄 積 の

小 さい 日本 経 済 に とっ て,そ れ が経 済 負 担 の少 な い選 択 だ っ た か らで あ る。異

な る制 度 の社 会 的適 合 度 は,経 済 シ ス テム が 直 面 す る歴 史 的 ・技 術 的 ・社 会 的 ・

経 済 的 環 境 に依 存 す るので あ り,こ れ が比 較 制 度 分 析 で重 要 な役 割 を果 た す経

済 シス テ ム の 『経 路 依 存 性(pathdependence)』 で あ る。」(同 書8頁)。

11)North(1990),訳 書124頁 に よ る0

12)コ ー ポ レー トガ バ ナ ン ス の 研 究 と して,深 尾(1997),高 橋(1995)が あ

る。

13)ド イ ツ の 経 営,ト ップ マ ネ ジ メ ン トに 関 して の代 表 的 研 究 と して,高 橋

(1995),高 橋 ・大 西(1997)が あ る。

14)

15)

16}

17)

高 橋(1997),102-107頁 。

こ の 分i類 は,青 木(1992)128-129頁 に よ る 。

小 池(1987>,小 池(1991)に よ る 。

個 人 の 意 思 決 定 と集 団 に よ る 意 思 決 定 に 関 し て は,Robbins(1994)pp.444一

453,Robbins(1997)邦 訳162-163頁 を 参 考 に し た 。

18)満 足 基 準 と 最 適 基 準 の 分 類 に つ い て はsMarch&Simon(1958),邦 訳

213-215頁 に よ る。

19)

20)

21)

22}

23)

March&Simon(1958),邦 訳213-214頁 。

March&Simon(1958),邦 訳214頁 。

March&Simon(!958),邦 訳214頁 。

高 柳(1983)工6-17頁 。

プ ロ グ ラ ム 化 さ れ た 意 思 決 定 とプ ロ グ ラ ム 化 さ れ な い 意 思 決 定 の 分 類 は,

March&Simon(1958),邦 訳2ユ7-230頁 に よ る 。
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McMillan(1992),邦 訳52頁 。

Hofsted(1991),邦 訳119-147頁 。

こ の 指 摘 は,Adler(1991),邦 訳166頁 に よ る
。

March&Simon(195n),邦 訳100-101頁 。

Adler(1991),邦 訳156-161頁 。

Sirota(1971}p

藤 森(1995),121-151頁 。

Byrt(1982).

IndustryCommission(1 .996}.

丹 野 勲(1991)「 オ ー ス トラ リア の 労 使 関 係 と 日 系 企 業 経 営 」 『国 際 経 営 フ ォ

一 ラ ム 』(神 奈 川 大 学 国 際 経 営 研 究 所)N
o.3,4-70頁 。

34)CommonwealthDepartmentofIndustrialRelations(1991)
.

35)Gardner&Palmer(1992)
,p.269.

36)GardnerO992),p.249 .
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